
介護サービス提供基盤等整備事業実施要綱 新旧対照表 
新 旧 改正理由 

介護サービス提供基盤等整備事業実施要綱 

（目的等） 

第１ (略) 

(1)  地域密着型サービス等整備等助成事業 

ア  地域密着型サービス等整備助成事業 

イ 介護施設等の創設を条件に行う広域型施設の大規模修繕・耐震化整備事業 

ウ 災害レッドゾーンに所在する老朽化等した広域型介護施設等の移転改築整備事 

業 

エ 災害イエローゾーンに所在する老朽化等した広域型介護施設等の改築整備事業 

オ 公有地を活用した老朽化介護施設等の建替え等促進のための代替施設整備事業 

カ 都市部等における増加する介護ニーズへの対応のための既存ストック活用推進 

事業 

キ 中山間・人口減少地域等におけるダウンサイジング支援事業 

ク 介護施設等の集約・再編支援事業 

     (2)～(6) (略) 

 

（地域密着型サービス等整備等助成事業） 

第２ （略） 

１ 道が実施する地域密着型サービス等整備等助成事業 

(1)～(3)  (略)   

(4) 都市部等における増加する介護ニーズへの対応のための既存ストック活用推進事 

   業 

     ア 都市部等における増加する介護ニーズへの対応のための既存ストック活用推進 

計画の作成 

      都市部等における増加する介護ニーズへの対応のための既存ストック活用推進

に係る整備を行おうとする者は、当該整備に係る事実を明らかにした都市部等に

おける増加する介護ニーズへの対応のための既存ストック活用推進計画（以下、 

介護サービス提供基盤等整備事業実施要綱 

（目的等） 

第１ (略) 

(1)  地域密着型サービス等整備等助成事業 

ア  地域密着型サービス等整備助成事業 

イ 介護施設等の創設を条件に行う広域型施設の大規模修繕・耐震化整備事業 

ウ 災害レッドゾーンに所在する老朽化等した広域型介護施設等の移転改築整備事 

業 

エ 災害イエローゾーンに所在する老朽化等した広域型介護施設等の改築整備事業 

    

 

 

 

 

    (2)～(6) (略) 

 

（地域密着型サービス等整備等助成事業） 

第２ （略） 

１ 道が実施する地域密着型サービス等整備等助成事業 

(1)～(3)  (略)  
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新 旧 改正理由 

「既存ストック活用推進計画」という。）を作成することができる。 

      既存ストック活用推進計画に記載すべき事項は次のとおりとする。 

     (ｱ) 既存ストック活用推進計画の名称 

     (ｲ) 既存ストック活用推進に係る整備を行う施設の名称及び場所 

     (ｳ) 既存ストック活用推進計画に基づく整備事業に要する費用の額 

     (ｴ) 補助金（都市部等における増加する介護ニーズへの対応のための既存ストッ 

ク活用推進事業）の額の算定のために必要な事項 

    イ 既存ストック活用推進計画作成に当たっての留意点 

      都市部等における増加する介護ニーズへの対応のための既存ストック活用推進 

事業の対象経費と重複して、他の補助金等の交付を受けてはならない。 

    ウ 既存ストック活用推進計画の提出期限及び提出先 

      補助事業者は、補助金（都市部等における増加する介護ニーズへの対応のため 

の既存ストック活用推進事業）を充てて既存ストック活用推進計画に定める事業 

を実施しようとするときは、様式第１号-６（道事業）による計画書を作成し、別 

に定める日までに総合振興局長または振興局長に提出すること。 

    エ 補助金（都市部等における増加する介護ニーズへの対応のための既存ストック 

活用推進事業）の交付 

     (ｱ) 事業の目的 

        高齢者人口の増加が見込まれる都市部等において、小規模な介護施設等を大 

規模な介護施設等に転換することにより、介護ニーズの増加に対応するための 

基盤整備を促進することを目的とする。 

     (ｲ) 用語の定義 

        この（４）において、次に掲げる用語の意義は、それぞれ次に定めるところ 

による。 

       ａ 都市部等 次に掲げる市町村をいう。 

       (a) 65 歳以上人口の増加が見込まれる市町村 

(b) (a)のほか、要介護高齢者、独居高齢者、認知症高齢者の増加が見込ま 

  

・国要綱に準じた取扱

いを明記 



 
新 旧 改正理由 

れる市町村であって、北海道知事が介護ニーズの増加への対応が必要と認 

める市町村 

      ｂ 小規模な介護施設等 次に掲げる対象施設であって、都市部等に所在する 

ものをいう。 

       (a) 地域密着型（定員 29 人以下）の特別養護老人ホーム及び併設されるショ 

ートステイ用居室（政令指定都市・中核市以外に所在する施設に限る。） 

       (b) 小規模（定員 29 人以下）な介護老人保健施設（政令指定都市・中核市以 

外に所在する施設に限る。） 

       (c) 小規模（定員 29 人以下）な介護医療院（政令指定都市・中核市以外に所

在する施設に限る。） 

       (d) 小規模（定員 29 人以下）な養護老人ホーム（政令指定都市・中核市以外 

に所在する施設に限る。） 

       (e) 小規模（定員 29 人以下）なケアハウス（特定施設入居者生活介護の指定 

を受けるものであって、政令指定都市・中核市意外に所在する施設に限る。） 

       (f) 認知症高齢者グループホーム（政令指定都市・中核市以外に所在する施 

設に限る。） 

       (g) 小規模多機能型居宅介護事業所（政令指定都市・中核市以外に所在する 

施設に限る。） 

       (h) 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所（政令指定都市・中核市以外 

に所在する施設に限る。） 

       (i) 看護小規模多機能型居宅介護事業所（政令指定都市・中核市以外に所在 

する施設に限る。） 

       (j) 認知症対応型デイサービスセンター（政令指定都市・中核市以外に所在 

する施設に限る。） 

       (k) 介護予防拠点（政令指定都市・中核市以外に所在する施設に限る。） 

       (l) 地域包括支援センター（政令指定都市・中核市以外に所在する施設に限 

る。） 

  

・国要綱に準じた取
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新 旧 改正理由 

       (m) 生活支援ハウス（政令指定都市・中核市以外に所在する施設に限る。） 

       (n) 緊急ショートステイの整備（政令指定都市・中核市以外に所在する施設 

に限る。） 

       (o) 施設内保育施設（政令指定都市・中核市以外に所在する施設に限る。） 

       (p) 小規模な介護付きホーム（特定施設入居者生活介護の指定を受ける有料 

老人ホーム又はサービス付き高齢者向け住宅であって、政令指定都市・中 

核市以外に所在する施設に限る。） 

       ｃ 大規模な介護施設等 次に掲げるものをいう。 

       (a) 特別養護老人ホーム及び併設されるショートステイ用居室（定員 30 人以 

上のものであって、政令指定都市・中核市以外に所在する施設に限る。） 

       (b) 介護老人保健施設（定員 30人以上のものであって、政令指定都市・中核 

市以外に所在する施設に限る。） 

       (c) 介護医療院（定員 30 人以上のものであって、政令指定都市・中核市以外 

に所在する施設に限る。） 

       (d) 養護老人ホーム（定員 30 人以上のものであって、政令指定都市・中核市 

以外に所在する施設に限る。） 

       (e) ケアハウス（特定施設入居者生活介護の指定を受ける定員 30 人以上のも 

のであって、政令指定都市・中核市以外に所在する施設に限る。） 

       (f) 有料老人ホーム（特定施設入居者生活介護の指定を受ける定員 30人以上 

のものであって、政令指定都市・中核市以外に所在する施設に限る） 

      ｄ 転換 介護ニーズの増加に対応するため、小規模な介護施設等を大規模な介 

護施設等とするために行う整備であって、下表に定めるものをいう。 
 

整備区分 整備内容 

増築（床） 定員 29人以下の特別養護老人ホームを 30人以上の特別養護老

人ホームにする場合等、既存の小規模な介護施設等の定員を増

員し大規模な介護施設等に転換するための整備をすること。 

  

・国要綱に準じた取

扱いを明記 



 
新 旧 改正理由 

なお、本事業の性質上、移転を伴う転換は原則として想定されていないが、 

・  当該小規模な介護施設等が所在する市町村と道と協議の上、本事業の実施 

が介護保険事業（支援）計画の達成に資するものと認められる場合 

・  当該小規模な介護施設等が災害レッドゾーン又は災害イエローゾーンに 

所在する場合については、北海道知事の判断で移転を伴う転換を行うことも 

差し支えない。この場合において、大規模な介護施設等の移転先が災害レッ 

ドゾーン又は災害イエローゾーン（第９の(2)のウの(ｱ)及び(ｲ)に該当する 

場合の当該区域を除く。）である場合は本事業の対象とならない。 

また、小規模な介護施設等と合築又は近接する（移転の場合は移転先に定 

着する）空き家、学校、公営住宅、公民館等の既存建物を活用し転換を行う 

事業を含むものとする。 

(ｳ)  事業の対象外経費 本事業において次に掲げる経費は対象としないものとす 

る。 

増改築 定員 29人以下の特別養護老人ホームの全部又は一部を取り壊して定員

30 人以上の特別養護老人ホームとする場合等、既存の小規模な介護施

設等を取り壊して新たに大規模な介護施設等を整備すること（一部改

築を含む。）。 

※ 取り壊し費用も対象とすることができる。 

創設（開設） 定員 29 人以下の介護老人保健施設から定員 30 人以上の介護医療院に

転換する場合等、既存の小規模な介護施設等が行っていた事業の全部

又は一部を取り止め大規模な介護施設等を新たに整備すること。 

※ 既存の小規模な介護施設等の取り壊しを含み、当該取り壊し費用

も対象とすることができる。 

改修 小規模な介護施設等から大規模な介護施設等への転換であって、増築

（床）、増改築、創設（開設）に該当しないもの（躯体工事に及ばない

屋内改修（壁撤去等）を行うもの） 

  

・国要綱に準じた取

扱いを明記 



 

新 旧 改正理由 

      ａ 土地の買収又は整地に要する費用 

      ｂ 設備整備に係る経費 

     (ｴ) その他 

      ａ 本事業に掲げる助成を道から受けようとする事業者は、次に掲げる事項を記 

載した申請書を、当該小規模な介護施設等が所在する市町村の長に提出するも 

のとする。 

       (a) 事業所の名称及び所在地、申請者の名称及び代表者の氏名 

       (b) 現に実施している介護サービス事業等 

       (c) 転換後に実施する予定の介護サービス事業等（移転を伴う場合は、移転

の必要性及び移転先の所在地含む。） 

       (d) 生産性向上に資する計画 

       (e) 転換後 10 年間の事業計画 

       (f) 介護職員等処遇改善（これに相当する加算を含む）の取得状況（転換前 

を転換後の見込み） 

      ｂ 次に掲げる場合は、本事業の対象とならない。 

       (a) 市町村の長又は北海道知事が、当該転換を行った場合に、介護保険事業 

（支援）計画の実施に支障が生じると認める場合 

       (b) 転換前において、介護職員等処遇改善加算（Ⅰ）及び介護職員等処遇改 

善加算（Ⅱ）（介護給付の対象とならない場合においてはこれに相当する加 

算（加算方式によらない場合を除く。））を算定していないこと 

       (c) 転換後において、介護職員等処遇改善加算（Ⅰ）及び介護職員等処遇改 

善加算（Ⅱ）（介護給付の対象とならない場合においてはこれに相当する加 

算（加算方式によらない場合を除く。））を算定する見込みがないこと。 

       ｃ 本事業において、転換前後の小規模な介護施設等と大規模な介護施設等の 

運営法人は同一のものとする。ただし、事業譲渡・事業承継が行われる場合等 

であって、北海道知事が本事業の目的に照らして適当と認める場合はこの限り 

でない。 

  

・国要綱に準じた取

扱いを明記 



 
新 旧 改正理由 

ｄ 転換後の大規模な介護施設等で実施する介護サービス等の事業の数は、移 

転前の事業の数と一致するものとする。ただし、当該介護施設等が複合型の 

介施設等である場合など、北海道知事が本事業の趣旨に照らして適切と認め 

る場合はこの限りでない。 

(5) 中山間・人口減少地域等におけるダウンサイジング支援事業 

    ア 中山間・人口減少地域等におけるダウンサイジング支援計画の作成 

      中山間・人口減少地域等におけるダウンサイジングに係る整備を行おうとする

者は、当該整備に係る事実を明らかにした中山間・人口減少地域等におけるダウ

ンサイジング支援計画（以下、「ダウンサイジング計画」という。）を作成するこ

とが出来る。 

      ダウンサイジング計画に記載すべき事項は次のとおりとする。 

     (ｱ) ダウンサイジング計画の名称 

     (ｲ) ダウンサイジングを行う施設の名称及び場所 

     (ｳ) ダウンサイジング計画に基づく整備事業に要する費用の額 

     (ｴ) 補助金（中山間・人口減少地域等におけるダウンサイジング支援事業）の額 

の算定のために必要な事項 

    イ ダウンサイジング計画作成に当たっての留意点 

中山間・人口減少地域等におけるダウンサイジング支援事業の経費と重複して、 

他の補助金等の交付を受けてはならない。 

    ウ ダウンサイジング計画の提出期限及び提出先 

補助事業者は、補助金（中山間・人口減少地域等におけるダウンサイジング支 

援事業）を充ててダウンサイジング計画に定める事業を実施しようとするときは、 

様式第１号-７（道事業）による計画書を作成し、別に定める日までに総合振興局 

長又は振興局長に提出すること。 

    エ 補助金（中山間・人口減少地域等におけるダウンサイジング支援事業）の交付 

     (ｱ) 事業の目的 

       介護サービス等の需要減少が見込まれる中山間・人口減少地域において、地 

  

・国要綱に準じた取

扱いを明記 



 
新 旧 改正理由 

域における介護サービス等の維持・確保の観点から、介護施設等のダウンサイ 

ジングを行うことにより、介護事業者等が継続してその地域で介護サービス等 

を効果的に提供するための基盤整備を促進することを目的とする。 

     (ｲ) 用語の定義 

        この（5）において、次に掲げる用語の意義は、それぞれ次に定めるところに 

よる。 

      ａ 中山間・人口減少地域等 次に掲げる区域をいう。 

       (a) 離島振興法（昭和 28年法律第 72 号）第２条第１項の規定により指定され 

た離島振興対策実施地域 

      (b) 豪雪地帯対策特別措置法（昭和 37年法律第 73 号）第２条第１項に規定す 

る豪雪地帯及び同条第 2 項の規定により指定された特別豪雪地帯 

      (c) 辺地に係る公共的施設の総合設備のための財政上の特別措置等に関する 

法律（昭和 37 年法律第 88 号）第２条第１項に規定する辺地 

      (d) 山村振興法（昭和 40 年法律第 64 号）第７条第１項の規定により指定さ 

れた振興山村 

      (e) 半島振興法（昭和 60年法律第 63 号）第２条第１項の規定により指定され 

た半島振興対策実施地域 

      (f) 過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法（令和 3年法律第 19 号） 

第２条第２項の規定により公示された過疎地域 

      ｂ 大規模な介護施設等 次に掲げるものであって、中山間・人口減少地域等に 

所在（通常の事業実施地域に中山間・人口減少地域等が含まれるもの及び中山 

間・人口減少地域等の高齢者に対し介護サービス等を提供している又は提供す 

ることが想定されていると北海道知事が適当と認めるものを含む。以下この 

（5）において同じ。）するものをいう。 

       (a) 特別養護老人ホーム及び併設されるショートステイ用居室（定員 30 人以 

上のものであって、ａに掲げる区域に所在する施設に限る。） 

           (b) 介護老人保健施設（定員 30 人以上のものであって、ａに掲げる区域に所 

  

・国要綱に準じた取

扱いを明記 



 
新 旧 改正理由 

       在する施設に限る。） 

      (c) 介護医療院（定員 30 人以上のものであって、ａに掲げる区域に所在する 

施設に限る。） 

      (d) 養護老人ホーム（定員 30人以上のものであって、ａに掲げる区域に所在 

する施設に限る。） 

      (e) ケアハウス（軽費老人ホームＡ型及びＢ型を含む）（ダウンサイジング後 

に特定施設入居者生活介護の指定を受ける定員 30 人以上のものであって、 

ａに掲げる区域に所在する施設に限る。） 

      (f) 有料老人ホーム（特定施設入居者生活介護の指定を受ける定員 30人以上 

のものであって、ａに掲げる区域に所在する施設に限る。） 

      ｃ ダウンサイジング 次に掲げる整備であって、下表に掲げるものをいう。 

        ｂに掲げる施設の定員を 1 割以上減少させるもの 

         なお、ダウンサイジングには、当該介護施設において提供される介護サービ

ス等の全部又は一部他の介護サービス等とすることを含むものとし、その場合

は、転換前の定員と転換後の定員（ダウンサイジング後の介護施設等が複合型

の介護施設等となる場合は、当該介護施設等の定員の総計とする。）とを比較

して 1 割以上減少しているかを判断すること。 

整備区分 整備内容 

改築 既存の介護施設の定員を減少するための整備または既存の介護施設等を

取り壊して新たに介護施設等を整備すること（一部改築を含む。）。 

改修 既存の介護施設等の本体の躯体工事に及ばない屋内改修（壁撤去等）で

工事を伴うものであること。 

        なお、本事業の性質上、移転を伴う転換は原則として想定されていないが、 

当該介護施設等が災害レッドゾーン又は災害イエローゾーンに所在する場合 

については、北海道知事の判断で移転を行うことも差し支えない。この場合に 

おいて、大規模な介護施設等の移転先が災害レッドゾーン又は災害イエロー 

ゾーン（第９の(2)のウの(ｱ)及び(ｲ)に該当する場合の当該区域を除く。） 

  

・国要綱に準じた取

扱いを明記 
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である場合は本事業の対象とならない。 

また、介護施設等と合築又は近接する（移転の場合は移転先に定着する）空 

き家、学校、公営住宅、公民館等の既存建築物を活用し転換を行う事業（以下 

この（5）において「空き家等を改修した事業」という。）を含むものとする。 

 (ｳ) 事業の対象外経費 本事業において次に掲げる経費は対象としないものとす 

る。 

        ａ 土地の買収又は整地に要する費用 

       ｂ 設備整備に係る経費 

     (ｴ) その他 

      ａ 本事業による助成を受ける事業者は、次に掲げる事項を記載した申請書を 

北海道知事に提出するものとする。 

       (a) 事業所の名称及び所在地、申請者の名称及び代表者の氏名 

       (b) 現に実施している介護サービス事業等 

       (c) ダウンサイジング後に実施する予定の介護サービス事業等（災害レッド 

ゾーン又は災害イエローゾーンに所在するため、移転を伴う場合は移転先 

の所在地を含む。） 

       (d) 生産性向上に資する計画 

       (e) 転換後 10 年間の事業計画 

       (f) 介護職員等処遇改善加算（これに相当する加算を含む）の取得状況（転 

換前と転換後の見込み） 

      ｂ 次に掲げる場合は、本事業の対象とならない。 

       (a) 北海道知事が、当該ダウンサイジングを行った場合に介護保険事業（支 

援）計画に支障が生じると認める場合 

        (b) ダウンサイジング前において、介護職員等処遇改善加算（Ⅰ）及び介護 

職員等処遇改善加算（Ⅱ）（介護給付の対象とならない場合においてはこれ 

に相当する加算（加算方式によらない場合を除く。））を算定していないこ 

と 

  

・国要綱に準じた取

扱いを明記 
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           (c) ダウンサイジング後において、介護職員等処遇改善加算（Ⅰ）及び介護 

職員等処遇改善加算（Ⅱ）（介護給付の対象とならない場合においてはこれ 

に相当する加算（加算方式によらない場合を除く。））を算定する見込みが 

ないこと 

      ｃ 本事業において、ダウンサイジング前後の介護施設等の運営法人は同一の 

ものとする。 

ただし、事業譲渡・事業承継が行われる場合等であって、北海道知事が本 

事業の目的に照らして適当と認める場合はこの限りではない。 

   (6) 介護施設等の集約・再編支援事業 

    ア 介護施設等の集約・再編整備計画の作成 

      介護施設等の集約・再編に係る整備を行おうとする者は、当該整備に係る事実

を明らかにした、介護施設等の集約・再編整備計画（以下、「集約・再編計画」と

いう。）を作成することができる。 

集約・再編計画に記載すべき事項は次のとおりとする。 

(ｱ) 集約・再編計画の名称 

     (ｲ) 集約・再編整備を行う施設の名称及び場所 

     (ｳ) 集約・再編計画に基づく整備事業に要する費用の額 

     (ｴ) 補助金（介護施設等の集約・再編支援事業）の額の算定のために必要な事項 

    イ 集約・再編計画作成に当たっての留意点 

      介護施設等の集約・再編支援事業の対象経費と重複して、他の補助金等の交付

を受けてはならない。 

    ウ 集約・再編計画の提出期限及び提出先 

      補助事業者は、補助金（介護施設等の集約・再編支援事業）を充てて集約・再 

編計画に定める事業を実施しようとするときは、様式第１号-８（道事業）による 

計画書を作成し、別に定める日までに総合振興局長又は振興局長に提出すること。 

    エ 補助金（介護施設等の集約・再編支援事業）の交付 

     (ｱ) 事業の目的 

  

・国要綱に準じた取

扱いを明記 
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       高齢者人口の増加が見込まれる都市部等又は介護サービス等の需要減少が見 

込まれる中山間・人口減少地域等において、2 以上の介護施設等の集約・再編を 

行うことにより、介護ニーズの変動に対応しながら、将来にわたり介護サービ 

ス等を安定的かつ継続的に提供することを目的とする。 

     (ｲ) 用語の定義 

       この(6)において、次に掲げる用語の意義は、それぞれ次に定めるところによ 

る。 

      ａ 都市部等 第２の１の(4)のエの(ｲ)のａの定めるところによる。 

      ｂ 中山間・人口減少地域等 第２の１の(5)のエの(ｲ)のａの定めるところによ 

る。 

      ｃ 介護施設等 次に掲げるものであって、都市部等又は中山間・人口減少地域 

等に所在するものをいう。 

      (a) 特別養護老人ホーム及び併設するショートステイ用居室（定員 30人以上 

のものであって、政令指定都市・中核市以外に所在する施設に限る。） 

      (b) 介護老人保健施設（定員 30 人以上のものであって、政令指定都市・中核 

市以外に所在する施設に限る。） 

      (c) 介護医療院（定員 30 人以上のものであって、政令指定都市・中核市以外 

に所在する施設に限る。） 

      (d) 養護老人ホーム（定員 30人以上のものであって、政令指定都市・中核市 

以外に所在する施設に限る。） 

      (e) ケアハウス（軽費老人ホームＡ型及びＢ型を含む。）（集約・再編後に特定 

施設入居者生活介護の指定を受ける定員 30 人以上のものであって、政令指 

定都市・中核市以外に所在する施設に限る。） 

      (f) 有料老人ホーム（特定施設入居者生活介護の指定を受ける定員 30人以上 

のものであって、政令指定都市・中核市以外に所在する施設に限る。） 

(g) 地域密着型（定員 29 人以下）の特別養護老人ホーム及び併設されるショ 

ートステイ用居室（政令指定都市・中核市以外に所在する施設に限る。） 

  

・国要綱に準じた取

扱いを明記 
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       (h) 小規模（定員 29 人以下）な介護老人保健施設（政令指定都市・中核市以 

外に所在する施設に限る。） 

      (i) 小規模（定員 29 人以下）な介護医療院（政令指定都市・中核市以外に所 

在する施設に限る。） 

      (j) 小規模（定員 29 人以下）な養護老人ホーム（政令指定都市・中核市以外 

に所在する施設に限る。） 

(k) 小規模（定員 29人以下）なケアハウス（特定施設入居者生活介護の指定 

を受けるものであって、政令指定都市・中核市以外に所在する施設に限 

る。） 

      (l) 小規模（定員 29 人以下）な有料老人ホーム（特定施設入居者生活介護の 

指定を受ける定員 30 人以上のものであって、政令指定都市・中核市以外に 

所在する施設に限る。） 

      (m) 認知症高齢者グループホーム（政令指定都市・中核市以外に所在する施設 

に限る。） 

      (n) 小規模多機能型居宅介護事業所（政令指定都市・中核市以外に所在する施 

設に限る。） 

      (o) 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所（政令指定都市・中核市以外に 

所在する施設に限る。） 

      (p) 看護小規模多機能型居宅介護事業所（政令指定都市・中核市以外に所在す 

る施設に限る。） 

      (q) 認知症対応型デイサービスセンター（政令指定都市・中核市以外に所在す 

る施設に限る。） 

      (r) 介護予防拠点（政令指定都市・中核市以外に所在する施設に限る。） 

        (s) 地域包括支援センター（政令指定都市・中核市以外に所在する施設に限 

る。） 

      (t) 生活支援ハウス（政令指定都市・中核市以外に所在する施設に限る。） 

      (u) 緊急ショートステイの整備（政令指定都市・中核市以外に所在する施設に 

  

・国要綱に準じた取
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限る。） 

      (v) 施設内保育施設（政令指定都市・中核市以外に所在する施設に限る。） 

      ｄ 集約・再編 ｃに掲げる介護施設等をそれぞれの種別ごとに１（(a)から(f) 

に掲げるものについては、定員 29 人以下と定員 30 人以上でそれぞれ１とす 

る。）と数えた場合における、都市部等又は中山間・人口減少地域等における 

介護ニーズの変容に対応するために北海道知事及び市町村の長が必要と認め 

る次に掲げるいずれかのために行われる整備であって、下表に掲げるものをい 

う。 

      (a) ２以上の介護施設等を合築又は併設し、同じ種別かつ合築又は併設前の介 

護施設等の数と同数以下の介護施設等とする場合 

      (b) ２以上の介護施設等を統廃合し、統廃合前の介護施設等の種別と全部又は 

一部が異なる種別の介護施設等を整備する場合（原則として合築又は同一敷 

地内のものに限る。） 

整備区分 整備内容 

改築 既存の介護施設等の定員を増員又は減員するための整備又は既存の介護

施設等の全部又は一部を取り壊して新たに介護施設等を整備すること

（一部改築を含む。）。 

※１ 取り壊し費用も対象とすることができる。 

※２ 既存の介護施設等を移転（既存の介護施設等を取り壊すかは問わ

ない。）して集約・再編を行う事業を含む。 

改修 既存の介護施設等の定員を増員又は減員するための整備又は既存の介護

施設等の全部又は一部を集約・再編するために行う整備であって、躯体

工事に及ばない屋内改修（壁撤去等）を行うもの。 

         集約・再編の対象に中山間・人口減少地域に所在する介護施設等が含まれ 

る場合における集約・再編後の介護施設等の所在地は、都市再生特別措置法 

（平成 14 年法律第 22号）第 81条第 1 項に規定する立地適正化計画に記載 

される同条第 2項第 2号に規定する居住誘導区域又は同項第 3号に規定す 
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る都市機能誘導区域（これによりがたい場合は、本事業の実施に当たり人口  

減少の中にあっても福祉サービスや生活支援サービスが持続的かつ効果的 

に確保するため適当であると市町村の長が認める区域とすることができ 

る。）とすることとする。 

なお、集約・再編前の介護施設等が災害レッドゾーン又は災害イエローゾ 

ーンに所在する場合であって、集約・再編後の介護施設等の所在地が災害レ 

ッドゾーン又は災害イエローゾーン（第９の(2)のウの(ｱ)及び(ｲ)に該当す 

る場合の当該区域を除く。）である場合は本事業の対象とならない。 

 また、介護施設等を合築又は近接する（移転の場合は移転先に定着する） 

空き家、学校、公営住宅、公民館等の既存建築物を活用し転換を行う事業（以 

下、この(8)において「空き家等を改修した事業」という。）を含むものとす 

る。 

 (ｳ) 事業の対象外経費 本事業において次に掲げる経費は対象としないものと 

する。 

      ａ 土地の買収又は整地に要する費用 

      ｂ 設備整備に係る経費 

      (ｴ) その他 

      ａ 本事業による助成を北海道又は市町村から受けようとする事業者は、次に掲 

げる事項を記載した申請書を、北海道知事（市町村による助成の場合は市町村 

の長）に提出するものとする。 

      (a) 事業所の名称及び所在地、申請者の名称及び代表者の氏名 

      (b) 現に実施している介護サービス事業等 

      (c) 集約・再編後に実施する予定の介護サービス事業等（移転を伴う場合は移 

転先の所在地を含む。） 

      (d) 生産性向上に資する計画 

      (e) 転換後 10年間の事業計画 

      (f) 介護職員等処遇改善加算（これに相当する加算を含む）の取得状況（転換 

  

・国要綱に準じた取
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前と転換後の見込み） 

      ｂ 次に掲げる場合は、本事業の対象とならない。 

       (a) 市町村の長又は北海道知事が、当該集約・再編を行った場合に、介護保険 

事業（支援）計画の実施に支障が生じると認める場合 

      (b) 集約・再編前において、介護職員等処遇改善加算（Ⅰ）及び介護職員等処 

遇改善加算（Ⅱ）（介護給付の対象とならない場合においてはこれに相当す 

る加算（加算方式によらない場合を除く。））を算定する見込みがないこと。 

      (c) 集約・再編後において、介護職員等処遇改善加算（Ⅰ）及び介護職員等処 

遇改善加算（Ⅱ）（介護給付の対象とならない場合においてはこれに相当す 

る加算（加算方式によらない場合を除く。））を算定する見込みがないこと。 

ｃ 本事業において、集約・再編前後の介護施設等の運営法人は同一のものとす 

る。ただし、事業譲渡・事業承継が行われる場合等であって、北海道知事が本 

事業の目的に照らして適当と認める場合はこの限りでない。 

 

２ 市町村が実施する地域密着型サービス等整備等助成事業 

(1) 地域密着型サービス等整備助成事業  

ア～ウ （略） 

エ 交付金（地域密着型サービス等整備助成事業）の交付 

(ｱ) （略） 

(ｲ) 整備区分 

整備とは、次の表の整備区分ごとに掲げる整備内容をいう。（第２の(6)、 

(7)、(8)、第７の事業を除き、以下同じ。） 

整備区分 整備内容 

創 設 

（開 設） 

新たに施設等を整備すること。（空き家等の既存建物や地域の余裕

スペース（学校、公営住宅、公民館、公有地等）を改修（本体の躯

体工事に及ぶかどうかは問わず、屋内改修（壁撤去等）で工事を伴

うもの）して、施設等を整備する事業を含む。） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 市町村が実施する地域密着型サービス等整備等助成事業 

(1) 地域密着型サービス等整備助成事業  

ア～ウ （略） 

エ 交付金（地域密着型サービス等整備助成事業）の交付 

(ｱ) （略） 

(ｲ) 整備区分 

整備とは、次の表の整備区分ごとに掲げる整備内容をいう。（第７の事業を除 

き、以下同じ。） 

整備区分 整備内容 

創 設 

（開 設） 

新たに施設等を整備すること。（空き家等の既存建物や地域の余裕

スペース（学校、公営住宅、公民館、公有地等）を改修（本体の躯

体工事に及ぶかどうかは問わず、屋内改修（壁撤去等）で工事を伴

うもの）して、施設等を整備する事業を含む。） 
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    (ｳ) （略） 

   (2) （略） 

(3) 災害レッドゾーンに所在する老朽化等した広域型介護施設等の移転改築整備事業 

ア  災害レッドゾーンに所在する老朽化等した広域型介護施設等の移転改築整備計 

画の作成 

市町村は、災害レッドゾーンに所在する老朽化等した広域型介護施設等の移転改 

築をするための整備に係る事業を明らかにした、災害レッドゾーンに所在する老朽化 

等した広域型介護施設等の移転改築整備計画（以下、「移転改築整備計画」という。） 

を作成することができる。 

  移転改築整備計画に記載すべき事項は次のとおりとする。 

(ｱ)～(ｳ) （略） 

(ｴ) 交付金（災害レッドゾーンに所在する老朽化等した広域型介護施設等の移転改 

築整備事業）の額の算定のために必要な事項 

増築（床） 既存の施設等の現在定員の増員を図るための整備をすること。 

改 築 

（再開設） 

既存の施設等を取り壊して、新たに施設等を整備すること。（一部改

築を含む。）なお、現在定員を維持することを基本としつつ、地域に

おける特別の事情も踏まえるものとする。 

 ※１ 取り壊し費用も対象とすることができる。 

 ※２ 既存施設等を移転して改築する事業を含む。この場合、        

既存施設等を取り壊すかどうかは問わない。 

※３ 改築にあたり定員を見直す場合には、改築後の定員等につい 

て、地域のニーズ等を踏まえたものとなるよう指定権者とあら 

かじめ協議すること。 

増改築 

既存の施設等を取り壊して、新たに施設等を整備することにあわせて

現在定員の増員を図るための整備をすること。（一部増改築を含む。）

※１、※２について同上 

     (ｳ) （略） 

   (2) （略） 

(3) 災害レッドゾーンに所在する老朽化等した広域型介護施設等の移転改築整備事業 

ア  災害レッドゾーンに所在する老朽化等した広域型介護施設等の移転改築整備計 

画の作成 

災害レッドゾーンに所在する老朽化等した広域型介護施設等の移転改築整備を行 

おうとする者は、当該整備に係る事実を明らかにした災害レッドゾーンに所在する老 

朽化等した広域型介護施設等の移転改築整備計画（以下、「移転改築整備計画」という。） 

を作成することができる。 

 移転改築整備計画に記載すべき事項は次のとおりとする。 

(ｱ)～(ｳ) （略） 

(ｴ) 補助金（災害レッドゾーンに所在する老朽化等した広域型介護施設等の移転改 

築整備事業）の額の算定のために必要な事項 

増築（床） 既存の施設等の現在定員の増員を図るための整備をすること。 

改 築 

（再開設） 

既存の施設等を取り壊して、新たに施設等を整備すること。（一部改

築を含む。）なお、現在定員を維持することを基本としつつ、地域に

おける特別の事情も踏まえるものとする。 

 ※１ 取り壊し費用も対象とすることができる。 

 ※２ 既存施設等を移転して改築する事業を含む。この場合、        

既存施設等を取り壊すかどうかは問わない。 

※３ 改築にあたり定員を見直す場合には、改築後の定員等につい 

て、地域のニーズ等を踏まえたものとなるよう指定権者とあら 

かじめ協議すること。 

増改築 

既存の施設等を取り壊して、新たに施設等を整備することにあわせて

現在定員の増員を図るための整備をすること。（一部増改築を含む。）

※１、※２について同上 
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イ （略） 

ウ  移転改築整備計画の提出期限及び提出先 

市町村は、交付金（災害レッドゾーンに所在する老朽化等した広域型介護施設等 

の移転改築整備事業）を充てて移転改築整備計画に定める事業を実施しようとする 

ときは、様式第１号–３（市町村事業）による計画書を作成し、別に定める日まで 

に北海道知事に提出すること。 

エ  （略） 

(4) 災害イエローゾーンに所在する老朽化等した広域型介護施設等の改築整備事業 

ア  災害イエローゾーンに所在する老朽化等した広域型介護施設等の改築整備計画 

の作成 

市町村は、災害イエローゾーンに所在する老朽化等した広域型介護施設等の改築 

をするための整備に係る事業を明らかにした、災害イエローゾーンに所在する老朽 

化等した広域型介護施設等の改築整備計画（以下、「改築整備計画」という。）を作 

成することができる。 

改築整備計画に記載すべき事項は次のとおりとする。 

(ｱ) 改築整備計画の名称 

(ｲ) 改築整備を行う施設の名称及び場所 

(ｳ) 改築整備計画に基づく整備事業に要する費用の額 

(ｴ) 交付金（災害イエローゾーンに所在する老朽化等した広域型介護施設等の改築 

整備事業）の額の算定のために必要な事項 

イ （略） 

ウ  改築整備計画の提出期限及び提出先 

市町村は、交付金（災害イエローゾーンに所在する老朽化等した広域型介護施設

等の改築整備事業）を充てて改築整備計画に定める事業を実施しようとするとき

は、様式第１号–４（市町村事業）による計画書を作成し、別に定める日までに北 

海道知事に提出すること。 

エ  交付金（災害イエローゾーンに所在する老朽化等した広域型介護施設等の改築整 

イ （略） 

ウ  移転改築整備計画の提出期限及び提出先 

補助事業者は、補助金（災害レッドゾーンに所在する老朽化等した広域型介護施 

設等の移転改築整備事業）を充てて移転改築整備計画に定める事業を実施しようと

するときは、様式第１号–３（市町村事業）による計画書を作成し、別に定める日

までに北海道知事に提出すること。 

エ  （略） 

(4) 災害イエローゾーンに所在する老朽化等した広域型介護施設等の改築整備事業 

ア  災害イエローゾーンに所在する老朽化等した広域型介護施設等の改築整備計画 

の作成 

災害イエローゾーンに所在する老朽化等した広域型介護施設等の改築整備を行 

おうとする者は、当該整備に係る事実を明らかにした災害イエローゾーンに所在す 

る老朽化等した広域型介護施設等の改築整備計画（以下、「改築整備計画」という。） 

を作成することができる。 

改築整備計画に記載すべき事項は次のとおりとする。 

(ｱ) 改築整備計画の名称 

(ｲ) 改築整備を行う施設の名称及び場所 

(ｳ) 改築整備計画に基づく整備事業に要する費用の額 

(ｴ) 補助金（災害イエローゾーンに所在する老朽化等した広域型介護施設等の改築 

整備事業）の額の算定のために必要な事項 

イ （略） 

ウ  改築整備計画の提出期限及び提出先 

補助事業者は、補助金（災害イエローゾーンに所在する老朽化等した広域型介護

施設等の改築整備事業）を充てて改築整備計画に定める事業を実施しようとすると

きは、様式第１号–４（市町村事業）による計画書を作成し、別に定める日までに 

北海道知事に提出すること。 

エ  補助金（災害イエローゾーンに所在する老朽化等した広域型介護施設等の改築整 

・国要綱に準じた文言

の修正 
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・国要綱に準じた文言
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         備事業）の交付 

(ｱ)～(ｳ) （略） 

(5) 公用地を活用した老朽化介護施設等の建替え等促進のための代替施設整備事業 

     ア 公用地を活用した老朽化介護施設等の建替え等促進のための代替施設整備計画 

の作成 

市町村は、公用地を活用した老朽化介護施設等の建替え等促進のための代替施設 

の整備に係る事業を明らかにした、公用地を活用した老朽化介護施設等の建替え等 

促進のための代替施設整備計画（以下、「代替施設整備計画」という。）を作成する 

ことができる。 

      代替施設整備計画に記載すべき事項は次のとおりとする。 

    (ｱ) 代替施設整備計画の名称 

    (ｲ) 代替施設整備を行う施設の名称及び場所 

    (ｳ) 代替施設整備計画に基づく整備事業に要する費用の額 

    (ｴ) 交付金（公用地を活用した老朽化介護施設等の建替え等促進のための代替施設 

整備事業）の額の算定のために必要な事項 

     イ 代替施設整備計画作成に当たっての留意点 

公用地を活用した老朽化介護施設等の建替え等促進のための代替施設整備事業 

の対象経費と重複して、他の補助金等の交付を受けてはならない。 

     ウ 代替施設整備計画の提出期限及び提出先 

      市町村は、交付金（公用地を活用した老朽化介護施設等の建替え等促進のための 

代替施設整備事業）を充てて代替施設整備計画に定める事業を実施しようとすると 

きは、様式第１号-５（市町村事業）による計画書を作成し、別に定める日までに 

北海道知事に提出すること。 

    エ 交付金（公用地を活用した老朽化介護施設等の建替え等促進のための代替施設整

備事業）の交付 

    (ｱ) 事業の目的 

を促進するため、都道府県等が公有地に介護施設等の建替え等の期間における当 

備事業）の交付 

         (ｱ)～(ｳ) （略） 

 

・国要綱に準じた取扱

いを明記 



 
新 旧 改正理由 

該介護施設等の入所者等に対し継続的に介護サービス等を提供するための代替施 

設を整備することにより、地域における介護サービスの安定的な提供体制の確保 

及び効率的かつ計画的な整備を図ることを目的とする。 

    (ｲ) 用語の定義 

公用地を活用した老朽化介護施設等の建替え等促進のための代替施設整備事 

業において、次に掲げる用語の意義は、それぞれ次に定めるところによる。 

       ａ 大都市 次に掲げるものをいう。 

      (a) 指定都市及び中核市 

      (b) 人口 20 万人以上の市であって、北海道知事が特に必要と認めた地域 

      ｂ 介護施設等 次に掲げる施設又は事業所等であって、北海道知事が建替え等 

期間における代替施設の確保が必要と認めるものをいう。 

      (a) 地域密着型（定員 29 人以下）の特別養護老人ホーム及び併設されるショ 

ートステイ用居室（政令指定都市・中核市に所在する施設に限る） 

      (b) 小規模（定員 29 人以下）な介護老人保健施設（政令指定都市・中核市に 

所在する施設に限る） 

      (c) 小規模（定員 29 人以下）な介護医療院（政令指定都市・中核市に所在す 

る施設に限る） 

      (d) 小規模（定員 29 人以下）な養護老人ホーム（政令指定都市・中核市に所 

在する施設に限る） 

      (e) 小規模（定員 29 人以下）なケアハウス（特定施設入居者生活介護の指定 

を受けるものであって、政令指定都市・中核市に所在する施設に限る） 

      (f) 認知症高齢者グループホーム（政令指定都市・中核市に所在する施設に限

る） 

      (g) 小規模多機能型居宅介護事業所（政令指定都市・中核市に所在する施設に 

限る） 

            (h) 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所（政令指定都市・中核市に所在 

する施設に限る） 

  

・国要綱に準じた取

扱いを明記 



 
新 旧 改正理由 

            (i) 看護小規模多機能型居宅介護事業所（政令指定都市・中核市に所在する施 

設に限る） 

            (j) 認知症対応型デイサービスセンター（政令指定都市・中核市に所在する施 

設に限る） 

            (k) 介護予防拠点（政令指定都市・中核市に所在する施設に限る） 

            (l) 地域包括支援センター（政令指定都市・中核市に所在する施設に限る） 

            (m) 生活支援ハウス（政令指定都市・中核市に所在する施設に限る） 

            (n) 緊急ショートステイの整備（政令指定都市・中核市に所在する施設に限る） 

            (o) 施設内保育施設（政令指定都市・中核市に所在する施設に限る） 

            (p) 小規模な有料老人ホーム（特定施設入居者生活介護の指定を受けるもので 

あって、政令指定都市・中核市に所在する施設に限る） 

            (q) 特別養護老人ホーム及び併設されるショートステイ用居室（定員 30 人以 

上のものであって、政令指定都市・中核市に所在する施設に限る） 

            (r) 介護老人保健施設（定員 30 人以上のものであって、政令指定都市・中核 

市に所在する施設に限る） 

            (s) 介護医療院（定員 30 人以上のものであって、政令指定都市・中核市に所 

在する施設に限る） 

            (t) 養護老人ホーム（定員 30人以上のものであって、政令指定都市・中核市 

に所在する施設に限る） 

            (u) ケアハウス（特定施設入居者生活介護の指定を受ける定員 30 人以上のも 

のであって、政令指定都市・中核市に所在する施設に限る） 

            (v) 有料老人ホーム（特定施設入居者生活介護の指定を受ける定員 30人以上 

のものであって、政令指定都市・中核市に所在する施設に限る） 

      ｃ 都道府県等 北海道並びに市町村 

      ｄ 公有地 地方公共団体の所有する土地をいう。 

      ｅ 建替え等 老朽化した介護施設等の整備であって、次に掲げるもの 

      (a) 既存の介護施設等を取り壊して、新たに介護施設等を整備するもの（当該 

  

・国要綱に準じた取

扱いを明記 



 
新 旧 改正理由 

介護施設等を移転する場合を除く。） 

(b) 既存の介護施設等の保全等のために行う大規模な修繕及び改修等（躯体工 

事に及ぶかは問わない。）であって、当該整備期間中に当該介護施設等の全 

部又は一部が使用できなくなると北海道知事が認めるもの 

      ｆ 代替施設 次に掲げる要件のいずれにも該当するもの 

       (a) 市町村が所有する建築物であって、公有地に定着するもの 

 (b) 介護施設等の建替え等の期間中に、当該介護施設等の入所者等を受け入 

れ、当該介護施設等を運営する法人に貸し付ける又は市町村が使用するこ 

とにより、当該入所者等に必要な介護サービス等を提供する事業に供され 

るもの 

    (ｳ) 事業の対象 

       本事業の対象は次に掲げる事業とする。 

ａ 北海道が代替施設を整備（既存の建築物の改修（現に公有地に定着する建築 

物を買収する費用を含む。）及び新たに建築物を整備することをいう。以下ｂ 

において同じ。）する事業 

      ｂ 北海道の助成により市町村が代替施設を整備する事業 

        なお、代替施設の設置区域は、大都市の区域外であっても差し支えない。 

ただし、災害レッドゾーン及び災害イエローゾーン（第９の(2)のウの(ｱ) 及 

び(ｲ)に該当する場合の当該区域を除く。）の区域に整備する場合は、本事業の 

対象とならないものとする。 

    (ｴ) 事業の対象外経費 本事業において次に掲げる経費は対象としないものとす 

る。 

      ａ 土地の買収又は整地に要する費用 

      ｂ 設備整備に係る経費 

    (ｵ) その他 

      ａ 広く介護施設等の運営法人に対し定期的に公募をかけることなどにより代 

替施設が適切かつ効果的に利用されるよう努めること。 

  

・国要綱に準じた

取扱いを明記 
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      ｂ 代替施設の利用者は、介護施設等の建替え等の期間の始期に現に当該介護施 

設等に入所等する者を原則とするが、代替施設における事業の運営に支障がな 

い場合は、当該代替施設における事業の開始後に新規に入所等する者を含めて 

差し支えない。 

      ｃ 代替施設における事業の運営に支障がないと認める場合は、大都市の区域外 

に所在する介護施設等の建替え等期間中に、当該介護施設等の入所者等を受け 

入れることや、感染症及び災害時の支援を行うために一時的に使用することも 

差し支えない。 

  (6) 都市部等における増加する介護ニーズへの対応のための既存ストック活用推進事 

    業 

    ア 都市部等における増加する介護ニーズへの対応のための既存ストック活用推進 

計画の作成 

      市町村は、都市部等における増加する介護ニーズへの対応のための既存ストック 

の活用を推進するための整備に係る事業を明らかにした都市部等における増加す 

る介護ニーズへの対応のための既存ストック活用推進計画（以下、「既存ストック 

活用推進計画」という。）を作成することができる。 

      既存ストック活用推進計画に記載すべき事項は次のとおりとする。 

    (ｱ) 既存ストック活用推進計画の名称 

    (ｲ) 既存ストックを活用して整備を行う施設の名称及び場所 

    (ｳ) 既存ストック活用推進計画に基づく整備事業に要する費用の額 

    (ｴ) 交付金（都市部等における増加する介護ニーズへの対応のための既存ストック 

活用推進事業）の額の算定のために必要な事項 

    イ 既存ストック活用推進計画作成に当たっての留意点 

      都市部等における増加する介護ニーズへの対応のための既存ストック活用推進

事業の対象経費と重複して、他の補助金等の交付を受けてはならない。 

     ウ 既存ストック活用推進計画の提出期限及び提出先 

      市町村は、交付金（都市部等における増加する介護ニーズへの対応のための既存 

  

・国要綱に準じた取

扱いを明記 
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ストック活用推進事業）を充てて既存ストック活用推進計画に定める事業を実施 

しようとするときは、様式第１号-６（市町村事業）による計画書を作成し、別に 

定める日までに北海道知事に提出すること。 

    エ 交付金（都市部等における増加する介護ニーズへの対応のための既存ストック活

用推進事業の交付 

    (ｱ) 事業の目的 

       高齢者人口の増加が見込まれる都市部等において、小規模な介護施設等を大規 

模な介護施設等に転換することにより、介護ニーズの増加に対応するための基盤 

整備を促進することを目的とする。 

    (ｲ) 用語の定義 

       この（6）において、次に掲げる用語の意義は、それぞれ次に定めるところに 

よる。 

      ａ 都市部等 次に掲げる市町村をいう。 

       (a) 65 歳以上人口の増加が見込まれる市町村 

       (b) (a)のほか、要介護者、独居高齢者、認知症高齢者の増加が見込まれる市

町村であって、北海道知事が介護ニーズの増加への対応が必要と認める市

町村 

      ｂ 小規模な介護施設等 次に掲げる対象施設等をいう。 

 (a) 地域密着型（定員 29 人以下）の特別養護老人ホーム及び併設されるショ 

ートステイ用居室（政令指定都市・中核市に所在する施設に限る。） 

       (b) 小規模（定員 29 人以下）な介護老人保健施設（政令指定都市・中核市に 

所在する施設に限る。） 

       (c) 小規模（定員 29 人以下）な介護医療院（政令指定都市・中核市に所在す 

る施設に限る。） 

       (d) 小規模（定員 29 人以下）な養護老人ホーム（政令指定都市・中核市に所 

在する施設に限る。） 

       (e) 小規模（定員 29 人以下）なケアハウス（特定施設入居者生活介護の指定 

  

・国要綱に準じた

取扱いを明記 
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       を受けるものであって、政令指定都市・中核市に所在する施設に限る。） 

(g) 小規模多機能型居宅介護事業所（政令指定都市・中核市に所在する施設 

に限る。） 

       (h) 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所（政令指定都市・中核市に所 

在する施設に限る。） 

       (i) 看護小規模多機能型居宅介護事業所（政令指定都市・中核市に所在する 

施設に限る。） 

       (j) 認知症対応型デイサービスセンター（政令指定都市・中核市に所在する 

施設に限る。） 

       (k) 介護予防拠点（政令指定都市・中核市に所在する施設に限る。） 

       (l) 地域包括支援センター（政令指定都市・中核市に所在する施設に限る。） 

       (m) 生活支援ハウス（政令指定都市・中核市に所在する施設に限る。） 

       (n) 緊急ショートステイの整備（政令指定都市・中核市に所在する施設に限 

る。） 

       (o) 施設内保育施設（政令指定都市・中核市に所在する施設に限る。） 

       (p) 小規模な介護付きホーム（特定施設入居者生活介護の指定を受ける有料 

老人ホーム又はサービス付き高齢者向け住宅であって、政令指定都市・中 

核市に所在する施設に限る。） 

      ｃ 大規模な介護施設等 次に掲げるものをいう。 

       (a) 特別養護老人ホーム及び併設するショートステイ用居室（定員 30人以 

上のものであって、政令指定都市・中核市に所在する施設に限る。） 

       (b) 介護老人保健施設（定員 30 人以上のものであって、政令指定都市・中 

核市に所在する施設に限る。） 

       (c) 介護医療院（定員 30 人以上のものであって、政令指定都市・中核市に 

所在する施設に限る。） 

       (d) 養護老人ホーム（定員 30人以上のものであって、政令指定都市・中核 

市に所在する施設に限る。） 
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       (e) ケアハウス（特定施設入居者生活介護の指定を受ける定員 30 人以上の 

ものであって、政令指定都市・中核市に所在する施設に限る。） 

       (f) 有料老人ホーム（特定施設入居者生活介護の指定を受ける定員 30人以 

上のものであって、政令指定都市・中核市に所在する施設に限る。） 

      ｄ 転換 介護ニーズの増加に対応するため、小規模な介護施設等を大規模な 

介護施設等とするために行う整備であって、第２の１の(4)のエの(ｲ)のｄの 

表の整備区分ごとに掲げる整備内容をいう。 

        なお、本事業の性質上、移転を伴う転換は原則として想定されていない 

が、 

       ・当該小規模な介護施設等が所在する市町村と道との協議の上、本事業の実 

施が介護保険事業（支援）計画の達成に資するものと認められる場合 

       ・当該小規模な介護施設等が災害レッドゾーン又は災害イエローゾーンに所 

在する場合については、北海道知事の判断で移転を伴う転換を行うことも差 

し支えない。この場合において、大規模な介護施設等の移転先が災害レッド 

ゾーン又は災害イエローゾーン（第９の(2)のウの(ｱ)及び(ｲ)に該当する場合 

の当該区域を除く。）である場合は本事業の対象とはならない。 

また、小規模な介護施設等と合築又は近接する（移転の場合は移転先に定 

着する）空き家、学校、公営住宅、公民館等の既存建物を活用し転換を行 

う事業を含むものとする。 

    (ｳ) 事業の対象外経費 本事業において次に掲げる経費は対象としないものとす 

る。 

      ａ 土地の買収又は整地に要する費用 

      ｂ 設備整備に係る経費 

    (ｴ) その他 

      ａ 本事業による助成を市町村から受けようとする事業者は、次に掲げる事項 

を記載した申請書を、当該小規模な介護施設等が所在する市町村の長に提出 

するものとする。 

  

・国要綱に準じた
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       (a) 事業所の名称及び所在地、申請者の名称及び代表者の氏名 

       (b) 現に実施している介護サービス事業等 

       (c) 転換後に実施する予定の介護サービス事業等（移転を伴う場合は、移転 

の必要性及び移転先の所在地を含む） 

       (d) 生産性向上に資する計画 

       (e) 転換後 10 年間の事業計画 

       (f) 介護職員等処遇改善加算（これに相当する加算を含む）の取得状況（転 

換前と転換後の見込み） 

      ｂ 次に掲げる場合は、本事業の対象とならない。 

       (a) 市町村の長又は北海道知事が、当該転換を行った場合に、介護保険事業 

（支援）計画の実施に支障が生じると認める場合 

       (b) 転換前において、介護職員等処遇改善加算（Ⅰ）及び介護職員等処遇改 

善加算（Ⅱ）（介護給付の対象とならない場合においてはこれに相当する 

加算（加算方式によらない場合を除く。））を算定していないこと 

       (c) 転換後において、介護職員等処遇改善加算（Ⅰ）及び介護職員等処遇改 

善加算（Ⅱ）（介護給付の対象とならない場合においてはこれに相当する 

加算（加算方式によらない場合を除く。））を算定する見込みがないこと 

      ｃ 本事業において、転換前後の小規模な介護施設等と大規模な介護施設等の 

運営法人は同一のものとする。ただし、事業譲渡・事業承継が行われる場合 

等であって、北海道知事が目的に照らして適当と認める場合はこの限りでな 

い。 

ｄ 転換後の大規模な介護施設等で実施する介護サービス等の事業の数は、移 

転前の事業の数と一致するものとする。ただし、当該介護施設等が複合型の 

介護施設等である場合など、北海道知事が目的に照らして適当と認める場合 

はこの限りでない。 

   (7) 中山間・人口減少地域等におけるダウンサイジング支援事業 

    ア 中山間・人口減少地域等におけるダウンサイジング支援計画の作成 

  

・国要綱に準じた
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      市町村は、中山間・人口減少地域等におけるダウンサイジングをするための整備 

に係る事業を明らかにした中山間・人口減少地域等におけるダウンサイジング支援 

計画（以下、「ダウンサイジング計画」という。）を作成することができる。 

      ダウンサイジング計画に記載すべき事業は次のとおりとする。 

    (ｱ) ダウンサイジング計画の名称 

    (ｲ) ダウンサイジングを行う施設の名称及び場所 

    (ｳ) ダウンサイジング計画に基づく整備事業に要する費用の額 

    (ｴ) 交付金（中山間・人口減少地域等におけるダウンサイジング支援事業）の額 

の算定のために必要な事項 

    イ ダウンサイジング計画作成に当たっての留意点 

      中山間・人口減少地域等におけるダウンサイジング支援事業の対象経費と重複 

して、他の補助金等の交付を受けてはならない。 

    ウ ダウンサイジング計画の提出期限及び提出先 

      市町村は、交付金（中山間・人口減少地域等におけるダウンサイジング支援事 

業）を充ててダウンサイジング計画に定める事業を実施しようとするときは、様 

式第１号-７（市町村事業）による計画書を作成し、別に定める日までに北海道知 

事に提出すること。 

    エ 交付金（中山間・人口減少地域等におけるダウンサイジング支援事業）の交付 

    (ｱ) 事業の目的 

       介護サービス等の需要減少が見込まれる中山間・人口減少地域において、地 

域における介護サービス等の維持・確保の観点から、介護施設等のダウンサイ 

ジングを行うことにより、介護事業者等が継続してその地域で介護サービス等 

を効果的に提供するための基盤整備を促進することを目的とする。 

    (ｲ) 用語の定義 

       この（7）において、次に掲げる用語の意義は、それぞれ次に定めるところに 

よる。 

      ａ 中山間・人口減少地域等 次に掲げる区域をいう。 

  

・国要綱に準じた取
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      (a) 離島振興法（昭和 28年法律第 72 号）第 2 条第 1項の規定により指定され 

た離島振興対策実施地域 

       (b) 豪雪地帯対策特別措置法（昭和 37年法律第 73 号）第 2条第 1項に規定す 

る豪雪地帯及び同条第 2 項の規定により指定された特別豪雪地帯 

      (c) 辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等に関する 

法律（昭和 37 年法律第 88 号）第 2 条第 1 項に規定する辺地 

      (d) 半島振興法（昭和 60年法律第 63 号）第 2 条第 1項の規定により指定され 

た半島振興対策実施地域 

      (e) 過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法（令和 3年法律第 19 号） 

第 2 条第 2 項の規定により公示された過疎地域 

      ｂ 大規模な介護施設 次に掲げるものであって、中山間・人口減少地域等に所 

在（通常の事業の実施地域に中山間・人口減少地域等が含まれるもの及び中山 

間・人口減少地域等の高齢者に対し介護サービス等を提供している又は提供す 

ることが想定されていると北海道知事が適当と認めるものを含む。以下この 

(7)において同じ。）するものをいう。 

      (a) 特別養護老人ホーム及び併設するショートステイ用居室（定員 30人以上 

のものであって、ａに掲げる区域に所在する施設に限る。） 

      (b) 介護老人保健施設（定員 30 人以上のものであって、ａに掲げる区域に所 

在する施設に限る。） 

      (c) 介護医療院（定員 30 人以上のものであって、ａに掲げる区域に所在する 

施設に限る。） 

      (d) 養護老人ホーム（定員 30人以上のものであって、ａに掲げる区域に所在 

する施設に限る。） 

      (e) ケアハウス（軽費老人ホーム A型及び B 型含む。）（ダウンサイジング後に 

特定施設入居者生活介護の指定を受ける定員 30 人以上のものであって、ａ 

に掲げる区域に所在する施設に限る。） 

      (f) 有料老人ホーム（特定施設入居者生活介護の指定を受ける定員 30人以上 
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       ものであって、ａに掲げる区域に所在する施設に限る。）  

ｃ 小規模な介護施設等 次に掲げるものをいう。 

      (a) 地域密着型（定員 29 人以下）な特別養護老人ホーム及び併設するショー 

トステイ用居室（ａに掲げる区域に所在する施設に限る。） 

      (b) 小規模（定員 29 人以下）な介護老人保健施設（ａに掲げる区域に所在す 

る施設に限る。） 

      (c) 小規模（定員 29 人以下）な介護医療院（ａに掲げる区域に所在する施設 

に限る。） 

      (d) 小規模（定員 29 人以下）な養護老人ホーム（ａに掲げる区域に所在する 

施設に限る。） 

      (e) 小規模（定員 29 人以下）なケアハウス（特定施設入居者生活介護の指定

を受けるものであって、ａに掲げる区域に所在する施設に限る。） 

      (f) 小規模（定員 29 人以下）な有料老人ホーム（特定施設入居者生活介護の 

指定を受けるものであって、ａに掲げる区域に所在する施設に限る。） 

      (g) 認知症高齢者グループホーム（ａに掲げる区域に所在する施設に限る。） 

      (h) 小規模多機能型居宅介護事業所（ａに掲げる区域に所在する施設に限る。） 

      (i) 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所（ａに掲げる区域に所在する施 

設に限る。） 

      (j) 看護小規模多機能型居宅介護事業所（ａに掲げる区域に所在する施設に限 

る。） 

      (k) 認知症対応型デイサービスセンター（ａに掲げる区域に所在する施設に限 

る。） 

      (l) 介護予防拠点（ａに掲げる区域に所在する施設に限る。） 

      (m) 地域包括支援センター（ａに掲げる区域に所在する施設に限る。） 

      (n) 生活支援ハウス（ａに掲げる区域に所在する施設に限る。） 

      (o) 緊急ショートステイの整備（ａに掲げる区域に所在する施設に限る。） 

       (p) 施設内保育所（ａに掲げる区域に所在する施設に限る。） 

      ｄ ダウンサイジング 
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              次にいずれかのために行われる整備であって、第２の１の(5)のエの(ｲ)の 

ｃの表の整備区分ごとに掲げる整備内容をいう。 

      (a) ｂに掲げる施設の定員を 1 割以上減少させ、その結果、定員が 29 人以下

の小規模な介護施設等になるもの 

      (b) 小規模な介護施設等（ｃの(a)から(g)までに掲げるものに限る。）の定員 

      を 1 割以上減少させるもの 

      (c) 小規模な介護施設等（ｃの(h)から(p)までに掲げるものに限る。）の定員

（小規模多機能型居宅介護事業所又は看護小規模多機能型居宅介護事業所

については登録定員又は宿泊定員のうち北海道知事が本事業の趣旨に鑑み

適当と認めるもの。）を減少（定員の定めがないものについては事業規模の

縮小をいう。）させるもの 

         なお、ダウンサイジングには、当該介護施設等において提供される介護サー

ビス等の全部又は一部を他の介護サービス等とすることを含むものとし、その

場合は、転換前の定員と転換後の定員（ダウンサイジング後の介護施設等が複

合型の介護施設等となる場合は、当該介護施設等の定員の総計とする。）とを

比較して 1 割以上減少しているかを判断すること。 

本事業の性質上、移転を伴う転換は原則として想定されていないが、当該 

介護施設等が災害レッドゾーン又は災害イエローゾーンに所在する場合につ 

いては、北海道知事の判断で移転を伴うダウンサイジングを行うことも差し支 

えない。この場合において、大規模な介護施設等の移転先が災害レッドゾーン 

又は災害イエローゾーン（第９の(2)のウの(ｱ)及び(ｲ)に該当する場合の当該 

区域を除く。）である場合は本事業の対象とならない。 

   また、介護施設等と合築又は近接する（移転の場合配点先に定着する）空き 

家、学校、公営住宅、公民館等の既存建築物を活用し転換を行う事業（以下この 

(7)において「空き家等を改修した事業」という。）のを含むものとする。 

     (ｳ) 事業の対象外経費 本事業において次に掲げる経費は対象としないものとす 

る。 

  

・国要綱に準じた取

扱いを明記 



 
新 旧 改正理由 

      ａ 土地の買収又は整地に要する費用 

      ｂ 設備整備に係る経費 

    (ｴ) その他 

      ａ 本事業による助成を市町村から受けようとする事業者は、次に掲げる事項を 

記載した申請書を、市町村の長に提出するものとする。 

      (a) 事業所の名称及び所在地、申請者の名称及び代表者の氏名 

      (b) 現に実施している介護サービス事業等 

      (c) ダウンサイジング後に実施する予定の介護サービス事業等（災害レッドゾ 

ーン又は災害イエローゾーンに所在するため、移転を伴う場合は移転先の所 

在地を含む。） 

      (d) 生産性向上に資する計画 

      (e) 転換後 10年間の事業計画 

      (f) 介護職員等処遇改善加算（これに相当する加算を含む）の取得状況（転換 

前と転換後の見込み） 

      ｂ 次に掲げる場合は、本事業の対象とならない。 

      (a) 市町村の長又は北海道知事が、当該ダウンサイジングを行った場合に、介 

護保険事業（支援）計画の実施に支障が生じると認める場合 

      (b) ダウンサイジング前において、介護職員等処遇改善加算（Ⅰ）及び介護職 

員等処遇改善加算（Ⅱ）（介護給付の対象とならない場合においてはこれに 

相当する加算（加算方式によらない場合を除く。））を算定していないこと 

      (c) ダウンサイジング後において、介護職員等処遇改善加算（Ⅰ）及び介護職 

員等処遇改善加算（Ⅱ）（介護給付の対象とならない場合においてはこれに 

相当する加算（加算方式によらない場合を除く。））を算定する見込みがない 

こと 

      ｃ 本事業において、ダウンサイジング前後の介護施設等の運営法人は同一のも 

のとする。 

ただし、事業譲渡・事業承継が行われる場合等であって、北海道知事が本事 

  

・国要綱に準じた取

扱いを明記 

 



 
新 旧 改正理由 

業の目的に照らして適当と認める場合はこの限りでない。 

  (8) 介護施設等の集約・再編支援事業 

    ア 介護施設等の集約・再編支援事業計画の作成 

      市町村は、介護施設等の集約・再編するための整備に係る事業を明らかにした、 

介護施設等の集約・再編整備計画（以下、「集約・再編計画」という。）を作成する 

ことができる。 

      集約・再編計画に記載すべき事項は次のとおりとする。 

    (ｱ) 集約・再編計画の名称 

    (ｲ) 集約・再編整備を行う施設の名称及び場所 

    (ｳ) 集約・再編計画に基づく整備事業に要する費用の額 

    (ｴ) 交付金（介護施設等の集約・再編支援事業）の額の算定のために必要な事項 

    イ 集約・再編計画作成に当たっての留意点 

      介護施設等の集約・再編支援事業の対象経費と重複して、他の補助金等の交付を

受けてはならない。 

    ウ 集約・再編計画の提出期限及び提出先 

      市町村は、交付金（介護施設等の集約・再編支援事業）を充てて集約・再編計画

に定める事業を実施しようとするときは、様式第１号-８（市町村事業）による計

画書を作成し、別に定める日までに北海道知事あてに提出すること。 

    エ 交付金（介護施設等の集約・再編支援事業）の交付 

    (ｱ) 事業の目的 

       高齢者人口の増加が見込まれる都市部等又は介護サービス等の需要減少が見

込まれる中山間・人口減少地域等において、2 以上の介護施設等の集約・再編を

行うことにより、介護ニーズの変動に対応しながら、将来にわたり介護サービス

等を安定的かつ継続的に提供することを目的とする。 

    (ｲ) 用語の定義 

       この(8)において、次に掲げる用語の意義は、それぞれ次に定めるところによ 

る。 

  

・国要綱に準じた取

扱いを明記 



 
新 旧 改正理由 

      ａ 都市部等 第２の２の(6)のエの(ｲ)のａの定めるところによる。 

      ｂ 中山間・人口減少地域等 第２の２の(7)のエの(ｲ)のａの定めるところによ 

る。 

ｃ 介護施設等 次に掲げるものであって、都市部等又は中山間・人口減少地域 

等に所在するものをいう。 

      (a) 特別養護老人ホーム及び併設されるショートステイ用居室（定員 30 人以

上のものであって、政令指定都市・中核市に所在する施設に限る。） 

      (b) 介護老人保健施設（定員 30 人以上のものであって、政令指定都市・中核 

市に所在する 

施設に限る。） 

      (c) 介護医療院（定員 30 人以上のものであって、政令指定都市・中核市に所 

在する施設に限る。） 

      (d) 養護老人ホーム（定員 30人以上のものであって、政令指定都市・中核市 

に所在する施設に限る。） 

      (e) ケアハウス（軽費老人ホームＡ型及びＢ型を含む。）（特定施設入居者生活 

介護の指定を受ける定員 30 人以上のものであって、政令指定都市・中核市 

に所在する施設に限る。） 

      (f) 有料老人ホーム（特定施設入居者生活介護の指定を受ける定員 30人以上 

のものであって、政令指定都市・中核市に所在する施設に限る。） 

      (g) 地域密着型（定員 29 人以下）の特別養護老人ホーム及び併設されるショ

ートステイ用居室（政令指定都市・中核市に所在する施設に限る。） 

      (h) 小規模（定員 29 人以下）な介護老人保健施設（政令指定都市・中核市に

所在する施設に限る。） 

      (i) 小規模（定員 29 人以下）な介護医療院（政令指定都市・中核市に所在す

る施設に限る。） 

      (j) 小規模（定員 29 人以下）な養護老人ホーム（政令指定都市・中核市に所

在する施設に限る。） 

  

・国要綱に準じた取

扱いを明記 
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      (k) 小規模（定員 29 人以下）なケアハウス（特定施設入居者生活介護の指定 

を受けるものであって、政令指定都市・中核市に所在する施設に限る。） 

      (l) 小規模（定員 29 人以下）な有料老人ホーム（特定施設入居者生活介護の

指定を受けるものであって、政令指定都市・中核市に所在する施設に限る。） 

(m) 認知症高齢者グループホーム（政令指定都市・中核市に所在する施設に限 

る。） 

      (n) 小規模多機能型居宅介護事業所（政令指定都市・中核市に所在する施設に 

限る。） 

      (o) 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所（政令指定都市・中核市に所在

する施設に限る。） 

      (p) 看護小規模多機能型居宅介護事業所（政令指定都市・中核市に所在する施 

設に限る。） 

      (q) 認知症対応型デイサービスセンター（政令指定都市・中核市に所在する施 

設に限る。） 

      (r) 介護予防拠点（政令指定都市・中核市に所在する施設に限る。） 

      (s) 地域包括支援センター（政令指定都市・中核市に所在する施設に限る。） 

      (t) 生活支援ハウス（政令指定都市・中核市に所在する施設に限る。） 

      (u) 緊急ショートステイの整備（政令指定都市・中核市に所在する施設に限 

る。） 

      (v) 施設内保育施設（政令指定都市・中核市に所在する施設に限る。） 

      ｄ 集約・再編 ｃに掲げる介護施設等をそれぞれの種別ごとに１（(a)から(f) 

に掲げるものについては定員29人以下と定員30人以上でそれぞれ１とする。） 

と数えた場合における、都市部等又は中山間・人口減少地域等における介護ニ 

ーズの変容に対応するために北海道知事及び市町村の長が必要と認める次に 

掲げるいずれかのために行われる整備であって、下表に掲げるものをいう。 

      (a) ２以上の介護施設等を合築又は併設し、同じ種別かつ合築又は併設又は併

設前の介護施設等の数と同数以下の介護施設等とする場合 

  

・国要綱に準じた取

扱いを明記 
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      (b) ２以上の介護施設等を統廃合し、統廃合前の介護施設等の種別と全部又は 

一部が異なる種別の介護施設等を整備する場合（原則として合築又は同一敷地 

内のものに限る。） 

        集約・再編の対象に中山間・人口減少地域に所在する介護施設等が含まれる 

場合における集約・再編後の介護施設等の所在地は、都市再生特別措置法（平 

成 14年法律第 22 号）第 81 条第 1 項に規定する立地適正化計画に記載される 

同条第 2項第 2号に規定する居住誘導区域又は同項第 3号に規定する都市機 

能誘導区域（これによりがたい場合は、本事業の実施に当たり人口減少の中に 

あっても福祉サービスや生活支援サービスが持続的かつ効果的に確保するた 

め適当であると市町村の長が認める区域とすることができる。）とすることと 

する。 

なお、集約・再編前の介護施設等が災害レッドゾーン又は災害イエローゾー 

ンに所在する場合であって、集約・再編後の介護施設等の所在地が災害レッド 

ゾーン又は災害イエローゾーン（第９の(2)のウの(ｱ)及び(ｲ)に該当する場合 

の当該区域を除く。）である場合は本事業の対象とならない。 

また、介護施設等を合築又は近接する（移転の場合は移転先に定着する）空 

き家、学校、公営住宅、公民館等の既存建築物を活用し転換を行う事業（以 

整備区分 整備内容 

改築 既存の介護施設等の定員を増員又は減員するための整備又は既存の介護

施設等の全部又は一部を取り壊して新たに介護施設等を整備すること

（一部改築を含む。）。 

※１ 取り壊し費用も対象とすることができる。 

※２ 既存の介護施設等を移転（既存の介護施設等を取り壊すかは問わ

ない。）して集約・再編を行う事業を含む。 

改修 既存の介護施設等の定員を増員又は減員するための整備又は既存の介護

施設等の全部又は一部を集約・再編するために行う整備であって、躯体工

事に及ばない屋内改修（壁撤去等）を行うもの。 

  

・国要綱に準じた取

扱いを明記 
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下、この(8)において「空き家等を改修した事業」という。）を含むものとす 

る。 

    (ｳ) 事業の対象外経費 本事業において次に掲げる経費は対象としないものとす 

る。 

      ａ 土地の買収又は整地に要する費用 

      ｂ 設備整備に係る経費 

    (ｴ) その他 

      ａ 本事業による助成を道又は市町村から受けようとする事業者は、次に掲げる

事項を記載した申請書を、北海道知事（市町村による助成の場合は市町村の長）

に提出するものとする。 

      (a) 事業所の名称及び所在地、申請者の名称及び代表者の氏名 

      (b) 現に実施している介護サービス事業等 

      (c) 集約・再編後に実施する予定の介護サービス事業等（移転を伴う場合は移 

転先の所在地を含む。） 

      (d) 生産性向上に資する計画 

      (e) 転換後 10年間の事業計画 

      (f) 介護職員等処遇改善加算（これに相当する加算を含む）の取得状況（転換 

前と転換後の見込み） 

      ｂ 次に掲げる場合は、本事業の対象とならない。 

      (a) 市町村の長又は北海道知事が、当該集約・再編を行った場合に、介護保険

事業（支援）計画の実施に支障が生じると認める場合 

      (b) 集約・再編前において、介護職員等処遇改善加算（Ⅰ）及び介護職員等処 

遇改善加算（Ⅱ）（介護給付の対象とならない場合においてはこれに相当す 

る加算（加算方式によらない場合を除く。））のを算定していないこと。 

      (c) 集約・再編後において、介護職員等処遇改善加算（Ⅰ）及び介護職員等処 

遇改善加算（Ⅱ）（介護給付の対象とならない場合においてはこれに相当す 

る加算（加算方式によらない場合を除く。））を算定する見込みがないこと。 

  

・国要綱に準じた取

扱いを明記 
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     ｃ 本事業において、集約・再編前後の介護施設等の運営法人は同一のものとす 

る。ただし、事業譲渡・事業承継が行われる場合等であって、北海道知事が本 

事業の目的に照らして適当と認める場合はこの限りではない。 

 

（介護施設等の施設開設準備経費等支援事業） 

第３ （略） 

 

（定期借地権設定のための一時金の支援事業） 

第４  （略） 

 

（既存の特別養護老人ホーム等のユニット化改修等支援事業） 

第５  （略） 

 

（介護施設等における新型コロナウイルス感染拡大防止対策支援事業） 

第６  （略） 

 

（介護職員の宿舎施設整備事業） 

第７ （略） 

 

（事業の中止） 

第８ （略） 

 

（その他） 

第９ 介護サービス提供基盤等整備事業の実施に当たっては、次により行うこととする。 

  (1) （略） 

(2) ア～ウ （略） 

エ 令和５年度以降に、災害イエローゾーンにおいて新規整備した介護施設等につ

いては、第２の２の(1)、第２の１の(5)及び２の(7)、第２の１の(6)及び２の(8)  

 

 

 

 

（介護施設等の施設開設準備経費等支援事業） 

第３ （略） 

 

（定期借地権設定のための一時金の支援事業） 

第４  （略） 

 

（既存の特別養護老人ホーム等のユニット化改修等支援事業） 

第５  （略） 

 

（介護施設等における新型コロナウイルス感染拡大防止対策支援事業） 

第６  （略） 

 

（介護職員の宿舎施設整備事業） 

第７ （略） 

 

（事業の中止） 

第８ （略） 

 

（その他） 

第９ 介護サービス提供基盤等整備事業の実施に当たっては、次により行うこととする。 

  (1) （略） 

(2)ア～ウ （略） 

エ 令和５年度以降に、災害イエローゾーンにおいて新規整備した介護施設等について 

は、第２の２(1)の事業の対象としないこと。  

・国要綱に準じた取

扱いを明記 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・国要綱に準じた取
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の事業の対象としないこと。  

オ 令和５年度以降に、災害イエローゾーンにおいて新規整備した広域型介護施設 

等については、第２の１の(3)及び２の(4)、第２の１の(4)及び２の(6)、第２の 

１の(5)及び２の(7)、第２の１の(6)及び２の(8)の事業の対象としないこと。  

    カ  令和７年度以降に、災害イエローゾーンにおいて新規整備した代替施設につい 

ては、第２の２の(5)の事業の対象としないこと。 

  (3) （略） 

 

附則 

 この要綱は、令和８年４月６日から施行し、令和８年４月１日から適用する。 

 

 

オ 令和５年度以降に、災害イエローゾーンにおいて新規整備した広域型介護施設等に 

ついては、第２の１(2)及び２(3)の事業の対象としないこと。  

 

 

 

  (3) （略） 

 

 

・国要綱に準じた取

扱いを明記 

 

 

 

 

 

・施行日追加 

 

 

 


